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3９ 

曰本企業の海外活動と技術の空洞化

柳沼 寿

至った（国際収支ベース)。国際収支ベースでみ

るとピークは1990年で180億ドル，大蔵省への届

出ベースでは，ピークは1989年で675億ドルを記

録している(1)(2)。

その後はバブルの崩壊もあり，日本の直接投資

は激減，1993年では，国際収支ベースでは136億

ドル，大蔵省への届出ベースでも1992年度で341

億ドルと，ピーク時の約１／２～１／３という状

態に留まっている(1)(2)。

1993年末の残高をみると，日本は2,481億ドル

で，アメリカ（9,932億ドル)，イギリス（2,872

億ドル，但し1992年）に次ぐ規模を有している

(国際収支ベース）。

業種別にみると，1992年度までの届出ベースの

累計額3,865ドルの内，製造業1,040億ドル，金融・

保険749億ドル，不動産業599億ドル，商業403億

ドル，の順となっている。製造業の中では，電気

機械が最大で245億ドル，化学が146億ドル，輸送

機械が141億ドルである。

１．はじめに

日本の企業による直接投資はバブル期のピーク

を過ぎて近年低迷気味である。一方でごく最近の

円高は、企業活動の海外シフトへの関心を改めて

掘り起こし，1980年代の空洞化論に再び火をつけ

つつある。本稿は，企業の直接投資によるＨ本の

産業技術への影響を計量的に調べることを目的と

している。

以下では，日本企業の海外活動の現状について

概観した後，直接投資の効果と空洞化論について

簡単に触れる。次いで，直接投資の経済的効果に

関する典型的なシナリオは部分的にしか確認され

ていないこと，日本の産業システムを前提とする

と「技術の空洞化」が重要であること，を論じる。

産業の技術が研究開発の知識ストックとＰＲ・

クルークマンタイプの学習効果に依存するモデル

を構築するが，学習効果について国内の学習効果

と海外の学習効果の双方を考慮している点にモデ

ルとしての特徴がある。最後に，産業技術への影

響をいくつかの弾力性の概念を用いて計量的に確

認する。

（２）海外活動の規模

直接投資によって，様々な形で海外における事

業活動が発生する。それらが国内の事業活動に比

較してどの程度の規模になっているかをみておこ

う。海外投資統計総覧からいくつかの項目につい

て比較したのが次表である(2)。

2．日本企業の海外活動

（１）日本の直接投資

日本企業の海外直接投資が件数・金額ともに本

格化したのはマクロレベルの経常収支黒字が定着

した1970年代以降である。しかし，1970年代にお

ける２度にわたる石油危機により直接投資もその

都度'1Ｊ断を余儀なくされた。その後，頻発する貿

易摩擦，1980年の資本取引規制の撤廃，1985年の

プラザ合意以降の急速な円高，を背景に日本企業

の海外活動は急膨張を見せ，1989年から1991年ま

では米国を抜いて世界最大の直接投資国となるに
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国内活動と海外活動の対比
（単位：１０億円）

１９９３１９９２ 

国内海外国内海外

219,43149343（22）327,02487573（27） 

91,489５９５０（７）144,36330,197（21） 

2,673７１０（27）3,2221,564（49） 

2,017５５８（28）2,5011,103（44） 

27,2775,802（21）61,30912,368（20） 

20,946４，０６７（19）40,1718,162（20） 

1,843１５（１）5,444１４０（３） 

1,773１３（１）5,152１２５（２） 

８２６９（84）１０１５６（55） 

４５１１（24）４５２７（60） 

１０８（80）１９８（42） 

１０７（70）１６７（44） 

０８０．０（Ｏ）１．７０．０（０） 

１．９０．２（11）３．６０．４（11） 

海外欄（）内は国内に対する比率（単位は％）

販売高／従業員，有形固定資産／従業員の単位は百万円／人

研究開発／販売商の111位は％

海外の販光高，従業貝，研究開発費は孫会社分を含む

通商産業行「海外投賓統簡↑総覧」（２）

販売高

（製造業）

従業員数（千人）

（製造業）

有形固定資産

（製造業）

研究開発費

（製造業）

販売高／従業員

（製造業）

有形資産／従業員

（製造業）

研究開発／販売高

（製造業）

注（１）

（２） 

（３） 

（４） 

（資料）

の研究開発費に対する比率としては非常に低く海

外活動としての位置づけはまだ低い。また，研究

集約度（研究開発費／販売高）も国内に比べて著

しく低い。海外における研究機能としては，１９８９

年に比べて，生産活動のサポート機能が顕著に低

下，一方現地情報の収集・分析機能が急上昇して

いる(2)。これらは，生産活動が軌道に乗り，日本

からのサポートの必要性がなくなりつつあること

と，現地の市場や技術を重視するという意識の変

化の現れを反映しているのであろう。国内におい

ては把握できない情報の存在をうかがわせるもの

である。

産業全体でみて，海外に抱える従業員が国内で

抱えている従業員の半分にも達していることは瞭

異的である。これに比べると販売高や有形同定

安産の海外比率は20％台でかなり低く見えるが，

為替レートがこの間約60％の円高（ＩＭＦによる

1992年の実効為替レートは19983年に比べて57.5

％円高(8)）になっていることを勘案して1983イド

当時のレートで換算すれば，国内に対する比率も

30～40％と従業員数の場合と大体整合的になる。

海外に現地法人を有して，海外活動を展開してい

る企業に限ってみると，国際化・グローバリゼー

ションは相当進展しているといえる。

全産業の1983年から1992年までの海外の一人当

た1)販売高は全産業では20％程度下落，国内との

格差も35％拡大した。これに対して，製造業では

逆に倍以上の上昇を見せ，国内との格差も大きく

改善されている。製造業における内外格差縮小は

大iI1iiなｌ１Ｉｉ(jjl寺で生じており，それだけ海外におけ

る訓i業活動の急速な高まり，技術移転の巡行や雌

雄性向上の努力がなされた結果であると読むこと

が出来る。

研究開発については急増しているものの，倒内

3．直接投資と空洞化

（１）直接投資の経済効果

企業の直接投資が受け入れ国や投資国の経済に

どのような効果をもたらすか，これまでも，企業，

産業，マクロ経済，と様々なレベルでのアプロー

チが行われている（例えば田中宏Ｍ１参照)。水稲

では投資国における経済効果に話を限定する。１１１１：

接投資の効果に関する典型的なシナリオとして次
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|ま低い。

ＬＢ、Kavis＆Ｒ、Ｅ・LipseyおよびＲ､Ｅ・Lip‐

seyl]身は，海外生産と国１人]雇用との|Ｍ１に負の関

係があることを見いだしているが，Ｒ＆Ｄやマ

ネジメント部門への技能集約的労働への需要拡大

にみられるように，雇用の規模より榊成面での影

響が大きい，としている。

海外投資と国内投資に関しては，Ｍ、Feldst‐

0in(9)とlil様に，ｉ'１〔接投資は国内投資の減少をも

たらす傾向があり，具体的にはStevens＆Ｒ、n．

Lipseyが海外生産に対する親企業の1劃内投資弾

力性をマイナス0.3～0.8と推定した例が報告され

ている。日本についての推計例が見あたらないが，

通商|皇１１１『(6)では国内投資との関係については特

に代替性はみられない，とも述べている。

こうして，直接投資の効果は，一般に輸出につ

いてはむしろプラスに作用する事がいえる。貿易

収支全体としては１１本の例でいえば，プラスとマ

イナスが時により変動する。また，投盗について

はアメリカではマイナス効果があるとされるのに

対して'１本ではまだ確認されたケースがない。）１１１；

用の場合には藤)１１１冊要へのマイナスもあるが，む

しろ需要構成面での影響が大きい。

総じて，直接投盗の経済的効果は，典型的なシ

ナリオが示す複合仮説が部分的には成立するとは

いえても，全体として確認されているわけではな

い，というのが現状であろう。

のようなものがある。

「企業の直接投資は，短期的に設備や｢Ｉ１１ｌＭ財の

ilillil1(を増やす効果はあるものの，長期的には輸卜Ⅱ

の減少を招き，他方で逆輸入などの輸入が１脚える。

その結果閣内の生産・ル釘|小設(illi投資の縮小を引

き起こし，技術水準⑥低下も含めてマイナスの経済

効果をもたらす｡」

理論的には，直接投盗が輸柵を代替したとして

も，投盗図の生産要素が完全瀧川きれ，ＧＮＰが

変化しなければ貯蓄投盗バランスは変わらず,貿

易収支も変化しない，といえる。海外へのiIl1接投

盗を相殺する形で国内への直接投資が進展すれば，

マクロ的な変化はないことにもなる。但し，直接

投資によって海外の技術が向上し，供給力が増加

すると，海外の超過禰婆（投資}Iilの超過供給）を

,低下させる効果が生ずる。

Ｒ、Ｅ・Lipsey(5)のサーベイ等によってilh:接投

盗がどのような効果をもたらすかをみておこう。

海外生産と輸出の関係について．Ｒ､n.Lipsey

＆Ｍ,Ｙ､Weissの研究では海外生産の輪''１誘発効

采（海外生産１＄に対する米|:K|からの輪'１剛）は

0.16と推計されている。スウェーデンに関しては，

BSwedenborg他の研究によって同様の誘発効

来が0.1と推計されている。１１本については，通

商に|譜(`】における直接投資の貿易収支への影響

の試算と，海外投資統計総覧(2)の海外生産高と

つき合わせてみると，１１iiiiII1誘発効来は1992年腰で

0.05となる（誘発マイナス代替)。これはアメリ

カやスウェーデンの数値に比べてかなり小さい。

ｉ''１:接投資は輸出を誘発する－力で，輸入も誘発

する。日本について輪{１１と同様の方法で輸入誘発

効果を計算すると0.07（1992年度）となる（逆輸

入マイナスjliilii入転換)。この結采，｜:１本では，直

接投資が貿易収支に対して与える影響が，１９８３

年の+74億ﾄﾞﾙ，1990年の+133億ﾄﾞﾙ！そして

1992年の-180億ドル，と試算されている(fll)。ア

メリカやスウェーデンに関する輸入誘発効采は，

Ｒ、Ｅ、Lipsey(5)のサーベイでは紹介されていな

いが，長銀総研資料(8)より198Ｍ畠から９１年にか

けてのアメリカにおける逆輸入比率をみるといず

れの年も11％の水準となっている。１１本の比率は，

1988年度と1992年度がともに3.5％と計猟され

(!“ﾄ投査擶霞l総覧(2)）、アメリカと比べて水準

（２）技術の空洞化

鹸近のI']商の進行で，1980年代半ば以来「空iliil

化」論議が再び関心をⅡ平んでいる。新･保生こぐ'0）

は，空洞化を"deindustrialization''としてとらえⅢ

製造業が疲退し，マクロのﾑﾋ産性上外率の停滞や

国際収支不安をもたらす現象としている。これに

対して、ｒＩＪ村吉Ｗｌ，渋谷稔('１)は空洞化を，広義

の産業レベルの空洞化である脱工業化（サービス

化）と，狭義の企業レベルの空洞化である直接投

資による国内製造業の縮小のほぼ二つに要約して

いる。経浴円譜:('２１では，岡内生産の輸入への代

替，輸川の海外生産による代替，非製造業による

製造業の代替，という三つの側面から検討して

いる。

直接投盗に関する上述の典型的なシナリオはこ
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れらの空洞化論と直結する。確かに直接投資が

｢空洞化」にとって一つの契機となる可能性はあ

るが，今述べたように，本来はそうした直接投資

による国内への直接的効果だけでないことをまず

指摘しておきたい。空洞化は，投資先の経済活性

化による間接的な長期波及効果，外国からの直接

投資による効果，マクロ・ミクロの経済政策，産

業構造全体の変化，生産要素の移動可能性，等を

含めて論じるべきものであり，またその中で解決

できる可能性がある，と考えるべきであろう。Ｐ・

クルークマンは，一国単位での貿易収支の赤字・

黒字，国としての競争力を論じることは，企業の

活動が国際化している今日，あまり意味を持たな

いと述べているus〉。これを敷行すれば，一国の空

洞化を論じることも意味がない，ともいえるので

ある。世界全体の経済厚生という視点からみ

るべき，との意見があるのも当然であろう（例え

ば(M))。

但し，若杉隆平，谷地正人('5)は，空洞化に関

わる所得・雇用の低下は短期的なミスマッチを除

けばマクロレベルでの完全雇用政策の実現により

大きな問題ではないとみる一方で，技術に関して

は一度失われると回復が不可能（不可逆性）にな

ることを重視している。また，中村吉明，渋谷

稔、)も技術水準の低下が国内の経済厚生を低下

させる可能性を指摘している。本稿はまさにこの

点を問題にしようとしている。資本設備の不可逆

性，ないし固定性については既に経済学でも多く

の議論がなされたが，技術の場合にはさらに不可

逆性が強いと考えられる。それは，技術が単なる

資本設備だけでなく，人間に体化された熟練・ノ

ウハウや様々な科学的知識が密接に結びついた合

成財であり，ラーニング・パイ・ドウーイングや

ラーニング・パイ・ラーニング，等の言葉で示さ

れるように学習によって維持・発展していくプロ

セスであるからである。そこではひとたび連鎖が

途切れると，学習による発展過程が停滞・ストッ

プしてしまい，後から取り戻すには高いコストを

払わねばならないのである。

中村吉明，渋谷稔(】')は，日本における産業の

競争力の源泉が製造工程技術と製品化技術にある

として，その背景にある産業の垂直的・水平的ネッ

トワーク機能の効用をあげている。垂直的ネット

ワークは生産と研究開発，系列，等のような企業

の内部・外部におけるネットワークで，主として

プロセスイノベーションにかかわる。これに対し

て水平的ネットワークは，複数事業部間・複数企

業間の連携，等の形態をとり，主としてラディカ

ルイノベーションにかかわる，とされる。

問題は，企業の直接投資の進展が，これらのネッ

トワークにどのような影響をもたらすか，という

ことである。中村・渋谷は海外直接投資による垂

直的ネットワークに対するマイナスの外部効果は

小さいと指摘した上で，国内の技術連鎖が途切れ

る可能性から，水平的ネットワークに対しマイナ

スの影響が起こりうるとしている。但し〆研究開

発拠点が国内に温存されればそのような現象は顕

在化しないだろうと述べている(､。

しかし，日本企業の技術が生産現場に近い製品

化・製造技術に比較優位を持ち，研究開発プロジェ

クトも市場や現場との接点から生じるとの広く受

け入れられている議論からすれば，生産が海外に

移行する過程で何らかの影響が出ると考える方が

自然である。

海外に生産拠点が移行しても国内の技術水準に

影響がないのは，海外の生産活動に伴う学習効果

が国内にフィードバックされて，国内の学習効果

を補完するか，あるいは国内での研究開発成果に

直結する場合であろう。また，国内での研究成果

が主として国内の生産活動に活かされる場合や，

海外の研究開発成果が国内の研究あるいは学習効

果に直結する場合（例えば(躯)）も影響がないと

いえよう。情報化，ネットワーク技術の進歩がこ

うした条件を緩和する方向に作用することは十分

予想されるが，その度合いについては不明である。

大企業について，グループ全体としてどこかで

生産をしていれば技術は維持できる，という議論

がある。事実，日本輸出入銀行の調査(171によれば，

海外生産シフトに伴い，国内技術基盤が失われる

と考えている企業は３％とごくわずかであること

が明らかになっている。しかし，産業のネットワー

クの中で一部大企業の生産機能が海外に移行して，

産業内で連携をとっていた他企業（特に中小企業）

や関連産業が同一歩調をとれない場合には，たと

え大企業は海外との技術連鎖を通じて技術力を維

持できても，国内の技術連鎖の切断によって，そ
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れら国内の他企業や関連産業に技術面でのマイナ

スが生じうる。但し，これら関連企業も独自に新

製品を開発し，あるいは海外との連携を深めるこ

とによって技術を維持・向上することも可能かも

知れない。

日本開発銀行によれば，海外シフトを検討しな

い理由の一つに研究開発に支障を来す，をあげた

割合の高い産業として，コンピューター・通信，

精密機械，電子部品，出版印刷，等のあることが

指摘されている('8)。ここではまさに海外移行に伴っ

て技術上の問題が発生することが意識されている

のである。長銀総研(8)においては，技術が成熟

し，利益を回収する前に日本での生産が出来なく

なることが技術開発力を弱体化させる可能性のあ

ることが指摘され，国内での研究開発活動，国内

の製造拠点確保，の必要,性を説いている。

以上述べてきたことが様々につながって，直接

投資と産業技術の関係が規定されることになるが，

以下の分析は両者の関係を統計的な手法によって

調べようとするものである。

（１）Ｙｄ＝Ｆ（Ｋｄ，Ｌｄ；Ｔｄ） 

ａＦ／ａＫｄ＞０ａＦ／ａＬｄ＞Ｏ 

ａＦ／ａＴｄ＞０ 

ここに，添字ｄは国内活動に関するものである

ことを示す。

（１）式と，生産要素（資本，労働）における

競争的市場の仮定により，Ｒ、Ｍ・ソローにならっ

て総要素生産性（TotalFactorProductivity）

を導くことが出来る。

（２）Ｙｄ｡＝（１－α）Ｋｄ￣＋αＬｄ． 

＋ＴＦＰへ

但し，各変数につけられた￣は変化率を，αは

労働分配率を表す'注2)。

また，ＴＦｐ．＝（Td／Yd）（ａＦ／ａＴｄ）＊Ｔ

ｄハが成立する。

企業の技術水準Ｔは，企業の知識ストックと，

OJTなど現場における学習効果に依存する。企

業の知識ストックは，主として研究開発活動の結

果蓄積され，現時点で（まだ陳腐化していない）

有効な知識総量である。

陳腐化率を６ｉ（i＝｡，ｆ，ｆは海外を示す）と

おき，新たに生じる知識のフローをＲｉ（i＝｡，ｆ）

とすると，知識ストック（Ａｉ）は以下の勤学方

程式に従って変化する。

４．直接投資と技術水準

（１）モデル化

経済学における技術概念は，生産要素の組み合

わせとアウトプットとの関係を示す生産関数の概

念でとらえるのが普通である。生産関数は，生産

要素の関数としてアウトプットの量を表現するが，

この関数は科学技術という物理的な概念だけでな

く，どのような組織や運営方法を用いるか，とい

ういわばソフトにも依存して決まる関係である。

従って，経験にもとずく知恵やノウハウの蓄積

等の学習効果も生産関数における技術の発展とみ

なすのである。日本の産業の競争力の源泉に，O

JT，ＱＣサークルやジョブローテーション等組織

内の現場でのスキルの蓄積，さらに系列取引など

の企業間関係，等をあげる場合が多いが，いずれ

も生産効率にかかわるという意味で，生産関数を

構成している要素と考える。

今，企業のアウトプットをＹ，企業で使用さ

れている労働力をＬ，資本ストックをＫ，生産

関数を規定している技術水準をＴ，として企業の

生産関数を次のように定義する。

（３）Ａｒ＝（Ｒｉ／Ａｉ）－６ｉｉ＝｡，ｆ 

ここで，新たに生まれる知識のフローについて

考えよう。研究開発活動はそれが成果を生み，新

たな知識フローとして実現するまでにタイムラグ

がある。このラグ分布は対数正規分布のような形

状をしており，これまで特定の分布関数として実

証的に確定されていないものの，一般に過去のＲ

＆Ｄ活動Ｅの関数として表すことが出

来るＩｉ１ｆ３１。

（４）Ｒｉ＝Ｇ（Ｅｉ，Ei-I，…，Bi-,,） 

技術関数を規定するもう一つの婆素は，学習効

果である。知識ストックが，研究開発活動の成果

からえられるのに対して，学習効果は事業活動の

中で現場の経験を積み重ねることによって蓄積さ

れた熟練やノウハウであり，これも企業の技術を
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＝ＥＡｄ＊[(Ｒｄ／Ａｄ)－６．]＋ 

ＥＡｆ＊［(Ｒｆ／Ａｆ)－６ｆ]＋ 

ＥＹｄ＊（/Ｙｄ）￣＋ＥＹｆ＊ 

ＵＹｆ)‐ 

こうして，総要素生産性の変化率を，内外の新

知識フローに対する弾力性（ｅＡｄ，ＥＡｆ）と，

内外の学習効果に対する弾力`性（ＥＹｄ，ＥＹｆ）

に分けて把握できることがわかる。(6)の基本モ

デルを踏まえて，以下ではこれらの弾力性の大き

さを実証的に確認する。

構成する重要な要素である(雄“・学習効果はＫ、

J、アロー(2mが最初に定式化したが，ここではＰ．

Ｒ、クルークマン１浬)に従って，生産の累積趣（＝

/Yidt，ｉ＝d，ｆ）によって表されるとしよう(砿`)。

以上によって企業の技術関数は次のように表さ

れる。

（５）Ｔｄ＝Ｈ（Ａｄ，ＡｆノYddt，ノYfdt）

技術水準Ｔｄへの効果を考えると，ＡｄとJYd

dtがプラスの効果を持つといえるが，ＡｆとノＹｆ

ｄｔがどの方向にはたらくかは明確でない。

企業の海外における研究活動（Ｅｆ）および知

識ストック（Ａｆ）が，国内の技術水準に影響を

与える過程は複数ある。海外の研究活動が，国内

の研究活動を代替する場合には，企業グループ全

体としての知識ストックが増大する場合でも国内

の技術にマイナスの影響をもたらしうる。逆に海

外の研究活動が国内の活動を補完する場合には，

知識ストックが一定であっても，国内の技術にプ

ラスの効果を及ぼしうる。

海外における学習効果の影響についても，複数

の可能性がある。海外の学習効果が，国内の学習

効果と代替的である場合と，補完的である場合で

ある。

さらに事態を複雑にするのは，ＡｆとノＹｄｄｔ・

ノYfdt，ＡｄとノＹｄｄｔ．/Yfdtとがそれぞれ相

互依存関係にある場合である。ＡｆがノYddtを高

めたり，ＡｄがノＹｆｄｔにプラスの効果を持つと，

知識ストック間の代替・補完，学習効果の代替・

補完のあり方に応じて複雑な波及過程をたどるこ

とになる。

Ｔｄ（（５）式）を時間について微分し，（２）～

（４）を用いて整理すると次式を得る。

（６）ＴＦＰ．＝Ｙｄ‐－１（１－α）Ｋｄヘ

＋αＬｄｌ 

＝（Ａｄ／Ｙｄ)（ａＦ／ａＡｄ） 

（Ａｄ)＋(Ａｆ／Ｙｄ） 

（ａＦ／ａＡｆＩＡｆ） 

＋ＵＹｄ／Yd） 

（ａＦ／ａノＹｄ)（ノＹｄｙ

＋ｕＹｆ／Yd） 

（ａＦ／ａノＹｆ)（ノＹｆ)￣

（２）計測用モデル

ＴＦＰ￣の測定における問題の一つに，為替レー

ト変動の影響が出てしまうことがあげられる。Ｔ

ＦＰ￣が技術水準を示すとすれば，本来為替レー

トの変動から中立的であることが望ましい。しか

しながら，実際のＴＦＰ･は，（６）式の右辺に従っ

て求められている。為替レート変動は相対価格変

化をもたらし，それが輸出入の変動を引き起こし

て付加価値変化率（Ｙｄ｡）を経由してＴＦＰ･に

影響が及ぶ。計測用モデルでは，実効為替レート

変化率（Ｅｘ・）を説明変数に取り入れて，この

影響を取り除くようにした。

また，海外の研究開発費並びにストックのデー

タ上の制約から，変数Ｒｆ／Afを削除して最終的

に次式を設定した。

（７）ＴＦＰ。“＝const.＋ａ（Ｒｄ／Ad）

＋ＭＹｄ／ノYddt）

＋ｃ（Ｙｆ／/Yfdt） 

＋ｄ(Ｅｘ￣） 

ａは国内の新知識フロー率に対する弾力性

（ＥＡｄ）であり，ｂおよびｃは国内および海外の

学習効果に対する弾力性（それぞれＥＹｄＥＹｆ)，

ｄは為替レートの影響を除去するための項である。

計測に際して説明変数，被説明変数として用い

たデータは以下の通りである。

ＴＦＰｄヘ：（６）式右辺に従って計算した。

Ｙｄ・は「国民経済計算年報」生産

者価格表示の産業別国内総生産（!;鱈

質）から計算

αは同年報経済活動別の国内総生産

および要素所得から計算
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う。また名目でなく，実質値による方が望ましい。

さらにＹｆについて留意すべき点がある。海外法

人の売上はもともと現地通貨で表示されているは

ずである。通産省の統計上は円表示されており，

このため円高の進行によって現地での販売高が同

じであっても円ベースでは金額が縮小する。しか

し，経験の蓄積による学習効果としては，円高が

あってもなくても同一と考えられる。そこで，

Yfに関しては，円ベース表示の販売高を，実効

為替レートで修正し，1975年ベースの値にして

ある。

Ｌｄは同年報経済活動別の就業者数

および雇用者数から計算

Ｋｄは「民間企業資本ストック年報」

取り付けベース産業別資本ストック

から計算

データ期間は，1976年から1992年

まで

Rd／Ａｄ：Ｒｄは，研究開発費Ｅｄのラグを３

年として計算

Ａｄは，過去の研究開発費の５年間

累計として近似

Ｅｄは，総務庁「科学技術研究調査

報告」産業別社内使用研究費による

（名目）

データ期間は，1977年から1992年

まで

Yd，ノＹｄｄｔ：Ｙｄは，大蔵省「法人企業統

計」産業別財務諸表より売上高（名

目）

ノＹｄｄｔは，Ｙｄの３年間累計（名

目）

データ期間は，Ｙｄが1975から1992

年まで，ノYddtが1977年から1992

年まで

Yf，ノＹｆｄｔ：Ｙｆは，通産省「わが国企業の

海外事業活動｣，「海外投資統計総覧」

現地法人集計表の売上高（名目）に，

ＩＭＦIntemationalFmancialStati 

stics掲戦の実効為替レートを掛け

た修正売上高（名目）

/Yfdtは，Ｙｆの３年間累計（名目）

データ期間は，Ｙｆが1975から1992

年まで，ノYfdtが1977年から1992

年まで

Exへ:IMRInternationalFinancialSta-

tisticsCountryTableJapan掲戦

の名目実効為替レートより変化率を

計算

データ期間は1975年から1992年まで

（但し，途中1980年と1986年で指数

を接続している）

_夕のうち，Ｙｄ，Ｙｆは本来は販売額ではな

生産額ないしは付加価値額をとるべきである

（３）計測結果と解釈

以上のデータに最小自乗法（OLS，但し自己回

帰型）によって（７）式をあてはめた結果につい

てみてみよう。計測は以下の産業について行われ

たが，データ制約によりサービス関係の産業は椎

計不可能であった。

全産業

ａ＝0.24(1.27）ｂ＝077(2.62） 

ｃ＝0.23(4.55）ｄ＝-0.02(-0.92） 

Ｒ２偉＝0.91Ａ、ＣｒＬ＝-0.42

農林水産業

ａ＝-0.44(-2.76）ｂ＝-0.61(-1.39） 

ｃ＝-0.04(-0.85）。＝-0.05(-0.96）

Ｒ２へ＝０，７１Ａ、ＣｒＬ＝－０．４９

鉱業

ａ＝-1.09(-0.94）ｂ＝-1.13(-1.35） 

ｃ＝-0.20(-2.31）。＝-0.65(－２０８）

Ｒ２へ＝0.75Ａ・Crl.＝-0.74

製造業

ａ＝1.04(2.29）ｂ＝-0.02(-0.03） 

ｃ＝0.45(3.93）。＝-0.23(-2.29）

Ｒ２へ＝０．７６Ａ・Crl.＝-0.86

食料品産業

ａ＝0.30(0.19）ｂ＝136(0.74） 

ｃ＝001(0.04）ｄ＝-0.15(-0.83） 

Ｒ２へ＝－０．３２Ａ・Crl.＝－０．０８

繊維産業

ａ＝0.53(0.97）ｂ＝-1.93(-1.52） 

ｃ＝0.29(1.00）。＝0.04(0.22）

Ｒ２へ＝-0.14Ａ・ＣｒＬ＝－０．６１

データのうち，

〈，生産額ない
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紙・パルプ産業

ａ＝-1.44(-2.91）ｂ＝2.02(3.43） 

ｃ＝0.69(7.70）。＝0.22(1.65）

Ｒ２へ＝0.89Ａ・Crl.＝-0.78

化学産業

ａ＝3.36(2.36）ｂ＝3.00(1.85） 

ｃ＝0.22(1.36）。＝0.34(1.57）

Ｒ２へ＝０．４８Ａ・Crl．＝－０．５４

－次金属産業

ａ＝0.43(0.30）ｂ＝023(0.95） 

ｃ＝1.02(4.67）。＝-0.23(-1.26）

Ｒ２へ＝０．７４Ａ・Crl．＝０．７０

－股機械

ａ＝1.04(ｑ45）ｂ＝1.60(1.15） 

ｃ＝0.13(0.62）。＝-0.19(-0.70）

Ｒ２へ＝－０．０２ＡＣｒｌ.＝－０．２１

電気機械

ａ＝-1.32(-0.65）ｂ＝2.43(2.61） 

ｃ＝-0.06(-0.25）。＝0.28(1.41）

Ｒ２へ＝０．４０Ａ、Crl.＝０．４３

輸送機械

ａ＝-0.82(-0.82）ｂ＝134(1.38） 

ｃ＝0.37(1.70）。＝0.37(1.93）

Ｒ２へ＝０．２９Ａ・Crl.＝－０．６４

精密機械

ａ＝1.35(2.46）ｂ＝0.13(0.10） 

ｃ＝0.40(2.67）。＝-0.97(-3.89）

Ｒ２へ＝０．６５Ａ・Crl.＝－０．９２

（注）ａ，ｂ，ｃ，。，は（７）式の，

興味深い点は，海外での事業活動は日本国内の

技術にマイナスとなっていない，ということであ

る。直接投資に伴う技術の空洞化仮説に対する否

定的な結論として注目されよう。むしろ海外直接

投資は国内の技術にとってプラスの効果をもたら

すのである。ただ，その波及に伴う弾力性の値は，

国内の研究開発投資並みで，国内の学習効果に比

べるとはるかに小さい，ということなのである。

産業全体としてみた場合には，国内の学習効果を

高めることが産業の技術水準向上に最も強く作用

する，ということがわかる。

農林水産業，鉱業の場合は弾力性が全てマイナ

スとなり，これらの産業については別の要因を考

慮しなければうまく説明できない。

製造業については，全産業ほどではないにして

も，相関係数はかなり高い。説明変数の内，国内

の学習効果に対する弾力性は有意でないが，全産

業の場合と対照的に，国内の研究成果フローと海

外の学習効果に対する弾力性がプラスの高い値を

示している。また，為替レートの影響は非常に強

くきいている。

製造業においては，ＴＦＰで示される技術への

インパクトは研究開発活動によるところが最も大

きく，国内の学習効果は殆ど寄与していない。こ

の点については従来の日本的産業システムの議論

とあまり整合的でなく，奇異な感じを受ける。ま

た，海外の学習効果は国内技術にプラスの効果を

もたらすことが判明した。従って，直接投資が国

内の技術力を低下させるのではなく，逆に向上さ

せることになる。しかしながら，それは国内の研

究成果のもたらす弾力性の半分程度にとどまる。

製造業全体の技術を高めるのに最も効果的な方法

は研究開発活動であり，海外の学習効果はあまり

大きくなく，国内の学習効果には殆ど期待できな

い、というのがここでの結果となる。

次に製造業の中身についての計測結果をみてお

こう。食料品と繊維は，説明力も低く，パラメー

ターも符号を含めて有意な結果とはいいがたく，

異なる要因を考える必要がある。

紙・パルプの場合は研究開発成果に関する弾力

性がマイナスとなり，解釈不可能であるが，学習

効果に関しては国内の場合の弾力性が海外に比べ

て３倍も大きい。海外での学習効果は国内の技術

a，ｂ，ｃ，。'は（７）式のパラメー

ター，（）内はｔ－値

Ｒ２‐は自由度修正後の重相関係数

ＡＣｒＬは自己相関係数

全産業の結果をみると，相関係数は非常に高く，

研究成果フロー，内外学習効果はいずれも有意で

＋の効果を持っている。為替レートについては，

非製造業の多くが国内市場中心に展開しているこ

とを反映してか，有意な効果を持っていない。こ

れらの係数は全て弾力性を表しているが，国内の

学習効果による弾力性が最も高く，海外での学習

効果の弾力性は国内の学習効果に比べて約１／３

にとどまっている。また，研究成果に対する弾力

性も海外の学習効果並みである。
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性が有意かにはっきりとした差がある，というこ

とである。個別産業の姿は，マクロの平均的な姿

とは全く違うのであり，その意味で，代表的産業

というのは存在しない，という一つの例である。

結論的にまとめれば，マクロ的にみると，ＴＦＰ

で表される産業の技術は，研究開発活動の他に，

国内・海外の学習効果にも依存することが明らか

になった。

研究開発成果に関わる弾力性は，全産業，製造

業，の他，個別産業では，化学，精密機械，程度

しか符号条件を含めて有意でない。この点は，従

来からＴＦＰが研究開発投資の集約度と密接な関

係があるとされてきているだけに予想外の結果で

ある。

国内の学習効果は，全産業，紙・パルプ，化学，

一般機械，電気機械，輸送機械，で有意な値をとっ

ている。海外の学習効果については，全産業，製

造業，の他，紙・パルプ，化学，一次金属，精密

機械，で効果が確認できる。特に海外の学習効果

に関しては，それがいずれの産業においても日本

国内の技術にマイナス効果をもたらすことはない，

との結論が重要である（有意にマイナスとなった

のは，鉱業のみ)。従って，海外直接投資の進展

が国内の産業技術水準を直接引き下げることはな

く，絶対的な技術水準が低下するという意味での

｢技術の空洞化」は生じないといえる。

学習効果に関しては，海外の学習効果の方が，

国内のそれより大きい産業としては，製造業，繊

維，一次金属，糖密，がある。これらの産業の場

合には海外直接投資の進展がむしろ国内技術向上

に大きく貢献しており，国内の経験以上に海外事

業の経験が重要な役割を果たすといえる。逆に国

内の学習効果の方が大きい産業としては，全産業，

食料，紙・パルプ，化学，一般機械，電気機械，

輸送機械，があげられる。これらについては，直

接投資による海外生産は国内技術を下げるわけで

はないが，技術への貢献が海外に比して相対的に

少ない，という意味で「相対的な技術空洞化」が

おきうる産業といえる。これらについては海外展

開が国内の事業活動を犠牲にして進められれば

｢絶対的な空洞化」も生じうると解釈できる。

なお，研究成果までのラグを２年間としたケー

ス，および内外の学習効果継続期間を５年とした

にプラスで波及してくるものの，国内の学習に伴

う効果よりはるかに小さいのである。

化学は，説明力は高いとはいえないが，いずれ

の弾力性の値も高い有意,性を示している。特に研

究成果の弾力性は他産業に比べて非常に高く，研

究集約的な産業としての特徴が現れているといえ

る。また，国内学習効果の弾力性は海外のそれに

比し14倍も高く，国内での学習効果が産業技術力

にとり重要であることを示唆している。

一次金属の場合，説明力は比較的良好であるも

のの，研究成果と国内学習効果に関する弾力性が

有意でない。それに対して海外の学習効果の弾力

性が１を上回り，海外での事業展開が国内技術に

強力なフィードバックを持つことを示しているの

は興味深い。

一般機械はうイットも悪く，かろうじて国内の

学習効果に対する弾力性が一応効果的といえるに

すぎない。電気機械も同様で，国内学習効果のみ

が有意となっている。研究成果の弾力性が有意で

ないことは，当該産業の研究集約度の高さを勘案

するとき，意外な結果となっている。また，海外

学習効果の弾力性が有意でないことは，直接投資

による事業展開が国内技術に少なくとも積極的な

プラスをもたらさないことを意味しており，技術

力を維持するためには国内での学習効果に依存せ

ざるをえないことを示しているかも知れない。

輸送機械は，研究成果の弾力性が有意性を欠く

のに対し，内外の学習効果はある程度有意な値を

示している。ここでも研究成果の弾力性の値につ

いては解釈が難しい。但し，海外学習効果は国内

学習効果に比べると小さいものの，国内技術にプ

ラス効果として還元されており，この点が一般機

械や電気機械と異なっている。

これらの機械産業と対照的なのが精密機械で，

研究開発と海外の学習効果に対する弾力性は有意

でプラスの値をとっている。但し，海外の学習効

果の弾力性は研究開発の弾力性のｌ／３である。

これに対し国内学習効果に関する弾力性は有意で

はなく，国内技術の海外への依存が強いといえる。

以上でみたように，個別産業の計測結果は，全

産業レベルのマクロでの結果とかなり異なるよう

に見える。つまり，どの産業も３つの弾力性が全

て有意というのではなく，産業によってどの弾力
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ケースについても計測を行った。ラグを２年間と

したときの方がフィッ卜がよかった産業は，農林

水産，鉱業，繊維，一般機械，であり，パラメー

タのｔ－値も改善している。化学はほとんど同じ

結果であった。学習効果を５年としたケースでは

いずれの産業も改善を示さなかった。これらの点

から，上記で計測したタイプ（研究成果までのラ

グ３年，学習効果期間３年）が比較的多くの産業

であてはまる傾向のあることを示唆している。

個別の産業の結果が様々な相違を見せるのは，

個別産業の特殊性，ということもあるが，産業毎

の研究開発に関する規模の経済性の問題や，産業

間の技術連鎖ないしスピルオーバーがマクロベー

スでは含まれても個別産業ベースでは把握できて

いない，等がその背景にあることが考えられる。

スピルオーバー現象が存在している可能性もある。

これまでＴＦＰを用いて様々な分析が行われて

きたが，内外の学習効果という視点をいれて，企

業の直接投資と関連させて論じた分析例はないよ

うに思われる。Ｊ・ＢＤｅＬｏｎｇ＆Ｌ・Ｓｕｍｍｅｒｓ

の論文(麹)は数少ない例であるが，彼らの学習効

果は国内に限定されている。今後の企業活動の国

際的展開の中で，技術がどのような影響を被るか

を分析する－つのアプローチとして本稿の作業も

若干の意味があろう。

今回の作業は，「技術の空洞化」に関する多分

に試験的な検証であったが，今後の実証のための

課題も数多く抱えている。

まず，今回の分析対象の範囲が比較的少数の産

業に限られていることがある。非製造業，例えば，

金融・通信・商業・運輸，における「技術」の定

義から始まり，それが形成・移転されるメカニズ

ムが製造業と同じかどうか，海外事業活動の展開

とどのように関わるのか，等より広い範囲で分析

を積み重ねていく必要がある。特に産業構造がサー

ビス化に向かっているとき，これは重要な問題と

なる。

また，実証の対象を産業から企業レベルで考え

ることも必要であろう。企業間の様々な提携や個

別企業単位の海外事業展開が企業の技術力や競争

力とどのような関係があるか，（よ非常に興味深い

テーマである。

データ上の制約から，海外の研究開発活動の効

果を織り込むことが出来なかった。今後の日本企

業の海外における研究拠点の充実がどのような意

味を持つかを知るためにも是非進めるべきである。

今回の計測では，知識フローの効果と学習効果

との相互依存について明示的な扱いをしていない

が，企業や産業の技術を論ずる上で両者の依存関

係を考慮した分析が望ましい。統計的には２段階

最小目乗法や操作変数法を使う方法がある。

産業間の技術連鎖ないし技術のスピルオーバー

は今回十分な検討が加えられなかった。日本にお

ける企業間ネットワークの重要性を考えれば，こ

うした視点からの分析が欠かせない。例えば吉岡

完治四》による産業連関表に基づいたＴＦＰの産業

間波及の分析などとの接合が必要かも知れない。

大企業を中心とする分業体制，ないしはネットワー

５．おわりに

本稿においては，産業の空洞化を全体としてで

はなく，直接投資と技術の部分に限定して取り上

げた。それは，直接投資の進展が産業空洞化を招

く契機となりうるにしても，空洞化がより基本的

な産業構造の変化に対応しているものとすれば，

直接投資は，必然的な過程を顕在化してくれてい

るに過ぎない，と受けとめうるからである。

本稿の目的は，日本における産業の技術が一般

に，研究開発活動の他に，内外の学習効果にも依

存していることの統計的確認にあった。一応この

仮説はマクロ的には支持されたといえる。直接投

資による海外生産は国内の技術水準を引き下げる，

という意味での技術の空洞化は生じていない，と

いうのがもう一つの結論である。但し，海外にお

ける学習効果と国内の学習効果の国内技術への貢

献は産業によって異なり，海外の学習効果に関す

る弾力性が国内の学習効果の弾力性より小さい産

業では，直接投資に伴い国内活動が低下すれば

｢絶対的な技術空洞化」が発生する可能性がある。

そのような産業では国内の研究開発や，国内の生

産活動を確保しないと技術が劣化することがあり

得る６

個別業種毎にみると，どの要因が重要なインパ

クトを与えるかがかなり異なっている。これらの

相違の背景に，研究開発に関する規模の経済性や，
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これらを考慮しないで求めたＴＦＰ￣も近似的に同

じトレンドを持つことが簡単に確認できる。

３．研究開発投資のラグについて，実際のデータを

整理した例として（19）を参照のこと。

４．このような学習効果は「ホーンダール効果」と

呼ばれている（20)。鉄鋼，航空機，工作機械，造

船．等についてこうした学習効果が確認されてい

るほか，半導体産業における累積効果も，この意

味の学習効果に含めて考えられる。

５．Ｊ．Ｂ・ＤｅＬｏｎｇ＆Ｌ・Ｓｕｍｍｅｒｓ（23）は，ＴＦＰ

に対する学習効果として設備投資のヴインテジに

よる効果をとりあげている。これはＫ、Ｊ、アロー

の定式化に忠実に従ったものといえる。一方で，

ホーンダール効果にみられるように，学習効果は

生産活動に習熟する過程で発生するともいえる。

これを考慰すると，生産活動の累積的経験を定式

化したＰ．Ｒ、クルークマンの方法も妥当性を持つ。

特に日本の産業システムについてはこの定式化が

馴染みやすい。

クの中から生じる技術の問題を検討するには，今

回と同様の作業を大企業と中小企業というレベル

に設定して両者の関係を調べる必要がある。

さらに，より国際的な視点からの検討も必要で

あろう。例えば，，．Ｔ・Ｃｏｅ＆Ｅ・Helpmanu61に

みられるように，Ｒ＆Ｄは国際間でスピルオーバー

するものである。従って，日本の産業レベルでの

技術を考えるときにも，こうした配慮をすべきで

あろう。

ここまでの分析は，技術に対する供給決定モデ

ルによっている。技術は市場の需要にも依存する

ことはよく知られている。直接投資と技術の問題

もこれら両方の視点から総合的に分析する必要が

あろう（長岡貞男鶴)は需要からの効果を確認し

ている）。

最後に，今回の作業はＴＦＰについて分析した

ものであるが，このことは企業や産業の国際競争

力とは直結しない，ということである。競争力は

相対的な概念であるから，技術水雌が維持されて

いても競争力がある，とは限らない。競争力を分

析するには，おそらくＴＦＰの国際間あるいは企

業間格差を分析しなければならないはずである。

以上のように多くの未検討の課題を残したが，

この問題に対する第一段階として今後の実証に待

ちたい。

（なお，今回の分析にあたり，パソコン用ＴＳＰ

の解析作業は法政大学経営学部４年生李鐘旭君の

手を借りた。この場で感謝したい｡）
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